
令和４年度当初予算の各事業概要

単位（千円）

部局名称 事業名称 細事業名称 本年度事業費 本年度県費 事業概要（目的）

防災対策部 防災対策費 防災情報プラットフォーム事業費 66,652 61,652
　県民にわかりやすい防災情報を提供するため、防災情報プラットフォームについて適切に維持管理を行うとともに「防災みえ．ｊｐ」の
ホームページの多言語対応をさらに進める。

防災対策部 防災対策費 避難行動促進事業費 16,133 8,068
　市町職員、消防団員等から収集した情報や県民等がＳＮＳで発信した災害情報をＡＩを活用して集約することで、災害対策活動のさら
なる充実や効果的な避難情報の提供につなげるなど、県民の適切な避難を促す取組を進める。

防災対策部 地震対策費 地震対策推進事業費 18,208 17,908
　災害対策基本法に基づく「三重県防災会議」の運営及び「三重県地域防災計画」の改定等、県が実施する防災施策の基本的な方針
の決定や、関係県と連携して国等への政策提言を行う。

防災対策部 地震対策費 地域減災対策推進事業費 55,837 55,837
　頻発する風水害や南海トラフ地震から県民の生命を守るため、住民の避難行動につなげ命を守る取組や、避難者の多様性に配慮し
た避難所運営など、「三重県防災・減災対策行動計画」を推進する市町の取組を支援する。あわせて、避難所における新型コロナウイ
ルス感染症対策に取り組む市町を支援する。

防災対策部 地震対策費
ＤＯＮＥＴを活用した津波予測・伝達システム等
展開事業費

3,754 2,077 　南海トラフ地震による津波対策として、「ＤＯＮＥＴを活用した津波・伝達システム」の運用等を行う。

防災対策部 地震対策費 「みえ防災・減災センター」事業費 25,121 23,812

　「みえ防災・減災センター」において、防災人材の育成・活用や、シンポジウム・研修会・みえ防災・減災アーカイブ等を活用して県民の
防災意識の醸成を図るとともに、センターの持つハブ機能、シンクタンク機能を活用して企業や市町・自主防災組織等の活動を支援す
る。
　また、若年層の防災意識の向上を図るため、地域の防災活動に主体的に取り組む「みえ学生防災啓発サポーター」として県内の学生
を育成するとともに、サポーターが自らの活動を情報発信することにより、地域の防災活動への若者の参画を促進する。

防災対策部 地震対策費 地域防災力向上支援事業費 50,685 14,953
　地震の揺れを再現できる防災啓発車を活用した体験型の防災啓発を実施するとともに、地区防災計画作成などの取組を促進する。
また、地域防災の重要な担い手である自主防災組織活動の活性化を支援することで、地域防災力の向上を図る。

防災対策部 地震対策費 防災活動参加促進事業費 4,370 4,370 　ＳＮＳを活用した参画型のキャンペーンを通じて、若年層を含めた幅広い層の防災活動への参加を促進する。

防災対策部 防災総務費 防災対策総務調整費 22,117 13,093 　防災対策部の業務に要する経費

防災対策部 防災対策費 災害即応力強化推進事業費 41,875 41,875

　いつ大規模災害が発生しても迅速かつ的確に対応することができるよう、組織体制の強化や実践的な大規模防災訓練の実施等、訓
練の充実を図り、災害に即応できる人材育成に取り組むとともに、情報収集、分析・対策立案をより効果的に実施するための機器整備
等を行う。
　また、市町や国、防災関係機関等と連携した災害対応が迅速に実施できるよう、災害対策活動のオペレーション機能の強化に向けた
調査等を実施する。

防災対策部 防災対策費 災害対策管理費 48,504 36,087
　局地的豪雨や台風、地震をはじめとする大規模災害に備えるため、発災初期に必要となる携帯・簡易トイレの確保を行う。また、市町
における受援計画の作成やタイムラインの運用を支援するほか、南海トラフ地震臨時情報に対する防災対応について普及啓発を図る
など、災害対応力を強化する。

防災対策部 防災対策費 広域防災拠点維持管理費 54,722 9,184 　大規模災害発生時の県内への広域的な応援・受援体制の拠点としての役割を担う広域防災拠点の適切な維持管理を行う。

防災対策部 防災対策費 職員防災人材育成事業費 398 398
　県民を災害から守るために必要となる知識や心構えを身に付けるため、「三重県職員防災人材育成指針」や年度ごとに作成する「三
重県職員防災人材育成計画」をもとに、職員の役割や階層に応じた研修を体系的に実施する。

防災対策部 防災行政無線等管理費 防災行政無線等維持管理費 86,223 32,164
　気象特別警報等について市町等へ確実に伝達するとともに、災害時はもとより平常時の一般行政においても関係機関同士の通信に
利用できるようにするため、県防災行政無線設備（地上系・衛星系・有線系）の維持管理、関係機関との連絡調整等を行う。
　また、県内の震度情報の収集と関係機関への伝達・共有を図るシステムについて、適切に維持管理を行う。

防災対策部 防災行政無線等管理費 三重県防災行政無線運営協議会等負担金 97,815 0 　県防災行政無線の確実な運用を行うため、防災行政無線設備の維持管理を行う機関等へ負担金の納入を行う。

防災対策部 防災行政無線整備事業費 防災行政無線整備事業費 1,299,012 4,012
　地震、台風などの非常災害時にも必要な通信を確保するため、防災通信ネットワークにおける地上系防災行政無線および衛星系防
災行政無線等の設備について、より信頼性の高い設備への更新を行う。



部局名称 事業名称 細事業名称 本年度事業費 本年度県費 事業概要（目的）

防災対策部 防災ヘリコプター運航管理費 防災ヘリコプター運航管理費 497,776 62,749 　防災ヘリコプターを救急救助活動、災害応急活動等に活用し、本県の消防防災体制の強化を図る。

防災対策部 国民保護費 国民保護対策費 1,239 409
　有事への対応を迅速かつ的確に行うため、三重県国民保護計画の所要の見直しを行うとともに、国および関係機関と連携した国民
保護訓練を実施し、緊急対処事態等における対応力の強化を図る。

防災対策部 消防費 消防行政指導事業費 12,152 12,152
　機能別消防団員制度の導入や女性消防団員の加入促進に取り組む市町を支援するとともに、三重県消防協会の活動を支援するな
ど、消防団の充実強化に取り組む。また、県内消防本部の相互応援や緊急消防援助隊との連携強化、消防の広域化および連携・協力
の取組を支援するなど、消防体制の強化に取り組む。

防災対策部 消防費 救急業務高度化事業費 11,114 11,114
　救急救命士制度を中心とした救急業務の高度化を図るため、救急救命士の要請を行う救急振興財団の研修所運営経費を負担する
とともに、研修生派遣のための連絡調整を行う。

防災対策部 予防費 消防法関係免状交付、資格者講習事業費 37,183 ▲ 7,719
　火災予防の啓発、消防用設備の設置指導、危険物取扱者および消防設備士の免状交付、講習ならびに危険物規制の消防機関との
連携により、火災および危険物事故等の防止を図る。

防災対策部 消防学校費 消防職団員教育訓練費 16,705 16,695
　消防学校において、県内消防防災体制の充実･強化を図るため、消防職団員等に対し各種教育訓練を実施し、知識・技術の習得を図
る。また、映像やデータなどデジタル教材を活用したより高度な座学や実技等の教育訓練を実施する。

防災対策部 消防学校費 学校派遣教官負担金 61,678 61,678 　消防学校の教官として消防に関する相当の学識経験を有する者の派遣を消防本部等から求め、学校教育水準の向上を図る。

防災対策部 消防学校費 学校運営管理費 150,891 83,736 　消防学校運営管理上必要とする管理的経費

防災対策部 高圧ガス費 高圧ガス指導事業費 17,666 ▲ 12,994
　高圧ガスによる災害を防止するため、高圧ガス事業所等の保安管理に関する指導を徹底するとともに、許認可申請に対する審査お
よび保安検査、完成検査により安全を確保します。また、企業による自主保安の推進を目的とした研修を行う。

防災対策部 銃砲火薬類取締費 銃砲火薬類許認可指導等事務費 829 ▲ 1,285
　火薬類の製造、販売、貯蔵及び消費等の規制を行うことにより火薬類による災害を未然に防止し、立入検査等により保安を確保す
る。また、猟銃等の製造・販売に対する規制を行い、公共の安全を確保する。

防災対策部 電気関係取締費 電気工事業等指導事業費 2,323 ▲ 7,187
　電気工事事業者の登録および電気用品販売店への立入検査ならびに電気工事士免状の交付等により、一般用および自家用電気工
作物の保安を確保する。

防災対策部 災害救助事業費 災害救助事業費 16,167 16,120 　災害救助法の適用など災害救助法に基づく救助を実施する。

防災対策部 消防費 救急業務高度化事業費 0 0
　救急救命士制度を中心とした救急業務の高度化を図るため、救急救命士の要請を行う救急振興財団の研修所運営経費を負担する
とともに、研修生派遣のための連絡調整を行う。

防災対策部 消防費 救急救命活動向上事業費 2,919 2,919
　救命率の向上に向け、メディカルコントロール体制のもとで指導救命士の養成講習や、救急救命士が行う特定行為を円滑に行うため
の講習等を実施する。

防災対策部 危機管理推進事業費 危機管理推進事業費 994 994 　危機発生の未然防止に努めるとともに、危機発生時に迅速・的確な対応ができるよう、職務に応じた職員研修などを行う。

防災対策部 給与費 人件費 588,967 588,967 　防災対策部職員の人件費

防災対策部 防災総務費 交際費 126 126 　防災対策部を代表して、社会通念上必要と認められる接遇、儀礼、交際等に要する経費


